
第 7 章 そ の ほ か の環境汚染物質

第 1 節 休廃止鉱山 の重金属

｢農用地の土壌の汚染防止等に関す る 法律｣ ( 昭和 45 年 1 2 月 25 日 法律第 1 39 号 ) では土壌汚染の原

因 と な る 物質の う ち 、 人の健康上問題かあ る も の と して カ ド ゥ ムが 又、 農作物の生育上問題かあ る も

の と して銅、 砒素が指定 さ れて い る 。

カ ド ウ ム については玄米中 の含有量 1 増 / 知以上、 銅については土壌中の含有量 1 25 増 / kタ 以上、

砒素については土壌中の含有量 1 5 貯 / kタ 以上の も のがそれそれ被害かあ る と さ れて い る 。

休廃止鉱山のなかで、 現在ま で鉱害 と して 問題にな っ て い る も のは 、 岩美町荒金の岩美鉱山で あ る 。

〔 岩美鉱山 〕 明治 22 年に開坑 さ れた鉱山で、 銅を含んだ鉱水は下流の小田川流域の水 田約 140 ヘ ク タ ー

ルに被害を及は し、 昭和 46 ~ 47 年にかけて実施 した 調査では 88 検体の玄米の う ち 22 検体の玄米に カ

ド ゥ ム の人為的汚染 ( カ ド ミ ウ ム 0 4 解 / kグ以上 ) か認め られたか、 食品衛生法上食品 と して取 り 扱わ

れない カ ド ウ ム 1 解 / kタ 以上を含む玄米は 。忍め ら れな か っ た。

ま た 、 土壌については 、 昭和 54 ~ 60 年にかけて 実施 した 覊査で米 の収量に影響かあ る と 判断 され る

1 2 5 婿 /鱒以上の銅を含む土壌が 18 1 地点中 92 地点あ り 、 こ の 週査結果に基づき 、 小 田川地域の農用地

53. 4 ha 〔 台帳面積 ) を農用地土壌汚染対策地域 と して昭和 6 1 年 2 月 14 日 指定 した。 ま た 9 月 24 日 、 農

用地土壌汚染対策計画及ひ公害防止事業費事業者費用負担。十画を樹立 し、 昭和 62 年度から公害防除特別

土地改良事業に着工 し、 土地改良対象面積 1 1 2 . 8 m中、 平 成 2 年度中で 89 . 4 始 終了 している。

な お 、 鉱害対策と して昭和47~平成 2年度に事業費累計 1 , 3 7 3 , 248 千 円 で鉱水処理施設、 沈殿物たい積場

の 設置及び整備、 捨石たい積場の防護施設工事堆積場鉱害防止工事等を行っ て きたが 平成 2 年度は事

業費 88 004 千円 で鉱害防止工事等を実施 した。

第 2 節 水銀等重金属類の汚染状況

水銀等に よ る環境汚染、 食品汚染の実態を知 る ため、 農用地について土壌、 農作物凋査を実施する と

と も に 、 県 内魚介類 10 検体、 県外魚介類 10 検体について魚介類凋査を行 っ た。 そ の結果は表の と お )

であ る 。

1 土壌、 農作物轟査

小田川流域の水 田 1 40 ヘ ク タ ー ルに対 し 、 玄米中の カ ド ウ ム 含有量について 1 0 地点で崗査を実7

した。

そ の結果について み る と 、 玄米中の カ ト ミ ウ ム 含有量は 1 0 地点平均で 0. 1 8 勿# / kタて あ り 、 ｢ 食 言

生法｣ で定めて い る玄米の カ ト ゥ ム 基準値 1 吻 / 拗 を上回 る も のはな く 食糧庁長官通達で食用 i
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外の 用途 に売却す る こ と と さ れて い る 0 4 勿# / 籾 以上が 2 地点で検 出 さ れて い る

表 1 24 平成 2 年度凋査結果

( 単位 . 勿# / k夕 )

地 区

玄 米 中 の カ ト ミ ウ ム

澗査地点数 最高値~最低値 平均値

岩 美 町 高 住

岩 常

河 崎

" 太 田 リムー上れ性QU
0 44 () 0 . 08

0 . 0 5

0 1 2 () 0 . 04

0 . 5 5 () 0 . 1 3

0 2 6

0 . 0 5

0 . 0 6

0 . 34

合 。十 1 0 0 . 5 5 () 0 0 4 0 1 8

資料 平成 2 年度農蚕園芸課調査

2 魚介類調査

県内産魚介類 1 0 検体、 県外産魚介類 10 検体について総水銀の 調査を行 っ たが、 いずれ も 暫定的規

制値 ( 昭和 48 年 7 月 23 日 厚生省暫定的規制 ) 総水銀 0.4 p pm を下回 っ て い る 。

表 1 25 魚介類凋査結果

区 分

総 水 銀

備 考

検体数 適 不 適 最高値 最低値 平均値

県内水場魚介類 1 0 1 0 O o .PRom N 8Pm o･ もげ

県外水場魚介類 1 0 1 0 O 0 . 1 9 N D 0. 04

。十 20 20 O 0 . 1 9 N D 0. 03

(･潮 平成 2 :年度衛生課調査
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第 3 節 P C B の汚染状況

P C B に よ る食品の汚染の実態を知 るため暫定的規制値の設け られて いる食品 30 検体の巍査を行 っ た

が いずれ も 暫定的規制値 ( 昭和 47 年 8 月 24 日 厚生省暫定的規制 ) を下回 っ て いた。

表 1 2 6 食品調査結果

種 類 別
総検

体数

検 出 値 暫定的

規制値
適 不適 備 考

最高値 最低値 平均値

魚介類
県 内 水 場 1 0

蛔
0 04 N D脚

脚
0 03

脚
0 . 5 1 0 O か な が し ら 、 さ く ら エ ビ

た い 、 と び魚 、 い か

あ じ 、 い わ し 、 か ま す 、

ひ ら め 、 は ま ち 、 さ は 、

さ ん ま 、 エ プ かれい 、

ス ワ イ ガ、一

県 外 水 場 1 0 0 0 8 N D 0 03 0 . 5 1 0 O

。十 20 0 08 N D 0 0 3 0 5 20 O

牛 乳

乳 製 品

一

肉 類 8 N D N D 0. 5 8 O 牛 肉 、 豚肉 、 鶏肉

卵 類 2 N D N D 0 2 2 O 鶏卵

合 。十 3 0

( 注 ) 平成 2 年度衛生課捌査

N D 検出 さ れず ( 0 . 0 1 未満 )
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第 8 章 廃 棄 物

経済の成長、 生活水準の向 上に伴 う 各種廃棄物の量的増大 と 質的変化には著 し い も のかあ り 、 こ れ ら

の現状に対処 し 、 廃棄物を適正に処理す る ため 、 昭和 45 年廃棄物の処理及び清掃に関す る法律 ( 以下

｢廃棄物処理法｣ と い う 。 ) が制定 され、 翌年 9 月 施行 された。

廃棄物は 、 次表に示す と お り 事業活動に伴 っ て排出 さ れ る も の の う ち法令で特定 さ れた産業廃棄物 と 、

それ以外の一般廃棄物に分類 され る 。 一般廃棄物 と産業廃棄物は 、 それぞれの処理体系に従 っ て 処理 さ

れ る か 、 一般廃棄物の処理は市町村の固有事務 と され、 産業廃棄物は排出事業者の処理責任か明定 さ れ

て い る 。

表 1 27 廃棄物の分類

こ み仁愛 仁愛に…一 寸三寸
心事群一般廃棄物 )

産業廃棄物 ( 特定 さ れた 1 9 種類 ) 浄化槽汚でい等

( 法第 2 条第 3 項 )

第 1 節 一般廃棄物の現況

一般廃棄物は 、 し尿 と ご みに大別 され る が 市町村は こ れ ら の処理について 、 廃棄物処理法に定め る

と こ ろ に よ り 、 所定の 。十画を策定 し 、 こ れに基づ き収集 、 運搬、 処理処分をす る こ と にな っ て い る 。

収集 さ れた一般廃棄物を生活環境の保全 上支障の な い よ う 適正に処理処分す る ため 、 各市町村におい

て廃棄物処理施設の整備に努めて い る 。

1 し 尿処理

し尿 の処理については 、 公共下水道の整備に よ り 下水道終末処理施設で処理す る こ と が望 ま し いか

下水道未整備の地域におい て は浄化槽か普及 し て い る 。

しか し 、 多 く の家庭は 、 く み取 り 便所てあ り 、 こ れ ら の く み取 り し尿及び浄化槽汚 でい等は 、 し尿

処理施設等において衛生処理する必要かあ る 。 平成元 年度における し尿の処理状況について は 、 図 1 4

に示す と お り であ る 。

し尿処理施設の整備状況等は表 1 28 に示す と お り で あ る 。
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な お、 下水道。十画区域外の地域において 、 し尿 と 雑排水を管き ょ に よ り 集水処理 して い る 地域 し尿

処理施設の整備状況は表 1 29 の と お り であ る 。

図 14 し尿処理の状況 ( 平成元 年度実績 )

処理人 口等 ( 単位 人 ) 処理系統図 ( 単位 k “ /年 ) 収集 し尿処
理内訳比率

①

総

人

口

622 , 420

②

麩

疑
人
ロ

622 , 420

③

雍
人
口

248 , 1 84

⑤公共下水道

人 口 80, 869

⑥浄化槽人 口

1 6 2 , 097

⑦地域 し尿人

口 5, 2 1 8

④

莢
失
口

374 , 236

⑧

議
実
口

298 , 1 1 2

⑨ 自 家処理人
口

76 , 1 2 4

し 尿 処 理

施 設

87 . 2 %

下水道投入

1 2. 8 %

排水

水 道 終 末 処 理 場

排水 浄 化

な !
排水 を 域 し 尿 処 理 施 珍

し尿 ⑬泥でい
1 4 1 , 85 0 ム ⑬ し 尿処理施設 48, 7 92

し尿

20 ･ 790 迄 下増総)

3鷲 @ 目 覆り

計 画 区 域 率 ② /① × 1 00 = 1 00 . 0 %

婚 を 窓 命 / ↑ Y 1M ｢ QQ 。 膨 ノ 公共下水道水洗化率 ⑤ /① × 1 00 = 1 3 . 0 %
湾 Iu + ↓ / ↓ ハ 4W } "‐ “ ん 、 浄化槽水洗化率 ⑥ / ① × 1 00 な 26. 0 %

非 水 洗 化 率 ④ /① × 1 00 = 601 %

計画収集率A ⑧ /① × 1 00 = 47 . 9 % 計画収集率 B ⑧ / ④ × 1 00 = 79 . 7 %

自 家処理率A ⑨ /① × 1 00 = 12 . 2 % 自 家処理率 B ⑧ /④ × 1 00 = 20. 3 %

1 人 1 日 当た り し尿収集量 1 人 1 日 当た り 浄化槽汚でい収集量

( ⑩+ ⑪‐ ⑮ ) × 1 03 ÷⑧÷ 36 5 = 1 .49 “ / 入 日 ⑯ × 1 0 3 ÷⑥÷ 365 = 0. 82 “ / 入 日

1 人 1 日 当た り し尿排出量

( ⑩ + ⑪十⑫-⑮ ) × 1 0 3 ÷④÷ 365 = 1 .4 7 “ /入 日

一 1 30 -



表 1 28 し尿処理施設の整備状況 ( 平 成 2 年 3 月 末現在 )

設置主体名

施 設 の

名 称

施設の所在地

A

施設の

規 模

( k“/ 日 )

処理方式

稼動開

始年月

B

平 成 元

年度中の
年間処理

実 績

( k “ /年)

B

A X年間
稼動日数

残渣量

( t /年)

東部広域行

政管理組合
因幡浄苑

鳥取市秋里

1 037 番地
1 70

好 気 性

消 化
46 1 1 5 6 , 1 3 5 0 9 1 1 35

中部広域行

政管理組合

日 の 宮

浄 苑

倉吉市小田字

日 の宮 3 番地
1 20

嫌 気 性

消 化
40 . 7 4 1 , 7 6 5 0 9 5 1 , 2 2 1

米子市ほか

9 か町村衛

生施設組合

米 子 市

浄 化 場

米子市安倍

2 1 4 番地

56
嫌 気 性

消 化
39 1 1 4, 0 2 5 0 . 69 58

1 20
好 気 性

消 化
49 1 2 34 , 1 3 7 0 . 7 8 1 4 1

白 浜

浄 化 場

西伯郡淀江町

中間 856 番地
80

好 気 性

消 化
42 . 4 2 3 , 0 6 0 0 7 9 46 2

境 港 市

境 港 市

浄 化 場

境港市小篠津町

無番地
56

嫌 気 性

消 化
39 . 4 1 0 3 23 0 7 6 1 3 3

痿 港 蒄
セ ン タ ー

境港市小篠津町

36 3 2 番地 1
5 0

高 負 荷

脱 窒 素

平成

元 1 2
5 , 1 44 0 . 8 5 2 3 3

日 野町 ･ 江
府町 ･ 日 南

町衛生施設
組 合

清 化 園
日 野郡江府町大字

佐川 2 番地
30

二段活 性

汚 で い
5 8. 3 6 05 3 0 . 5 5 3 1

討 62 6 1 90 , 642 0 . 8 3 2 , 4 1 4

表 1 2 9 地域 し尿処理施設の整備状況 ( . 平 成 2 年 3 月 末現在 )

市膿名＼＼項 目 処 理 方 式
。十画処理人 口

圦)

実 処 理 人 口

圦)

計 画 1 日

最大汚水量

( ず / 日 )

竣 工 年 月

米子市河崎団地

汚 水 処 理 場
長時間は っ 気 3 ,000 2 , 0 2 7 900 48 年 3 月

米子市富益団地

汚 水 処 理 場
イン 2 , 000 1 4 2 2 600 55 年 3 月

米 子 市 旭 か 丘

汚 水 処 理 場
れソ 480 4 47 1 20 55 年 3 月

境 港 市 幸 神 町

汚 水 処 理 場
メソ 1 , 250 1 , 1 1 1 4 69 56 年 3 月

船岡町新庄地区

鰔尿処理施設
接 触 ぱ っ 気 254 2 1 1 94 62 年 3 月

- 1 3 1 -



2 ご み処理

地域住民の 日 常生活に伴 っ て排出 され る ごみは 、 図 1 5 の と お り 年々 増加す る傾 向 に あ り 、 最終処

分場等処理施設の確保が困難化 し て い る 状況か ら 、 こ み の排 出量を抑制す る と と も に 資源化 を推進す

る こ と か重要な 課題 と な っ て い る 。

平成元 年度におけ る ごみ処理の状況は 、 図 1 6 及び図 1 7 の と お り であ る か 、 市町村の収集。十画に よ

り 収集 さ れて い る も のは 、 計画処理区域内 の総排出量の 82 % 、 事業系一般廃棄物等直接搬入量は

10 % 、 自 家処理量は 8 %であ る 。

なお、 ごみ処理施設整備状況は 、 表 1 30 、 表 1 3 1 の と お り であ る 。

図 1 5 県 内 年間 ご み排出量の推移

単位 ト ン/年

排

出 200 , ooo

量 1 5 0, 0 00

一 1 3 2 -

年 度
昭和5 5

年 度

昭和 56
年 度

昭和57
年 度

昭和 58

年 度

昭和 59

年 度
昭和60

年 度

昭和 6 1

年 度

昭和6 2

年 度
昭和 63

年 度

平成元

年 度

□収集総量 1 49, 1 7 9 1 65 , 3 9 6 1 7 0 , 0 86 1 7 3 , 3 1 6 1 6 3 , 9 9 2 1 6 3 , 6 1 2 1 7 3 , 1 9 1 1 86 , 97 2 1 9 4 , 5 68 20 2 , 1 0 5

□直接搬入こ み量 3 6 , 80 6 27 , 49 6 2 0 , 5 9 9 1 9 , 3 1 1 2 0 , 3 87 22 , 9 7 1 2 6 , 2 9 6 23 , 4 1 6 2 3 , 094 23 , 96 0

□自家処理量 3 7 , 64 1 3 3 , 895 3 0 , 5 1 6 3 2 , 9 5 2 3 2 8 7 2 2 6 , 1 90 2 2 , 64 3 23 , 3 87 2 1 , 4 00 1 9 , 46 6

計 223 , 6 2 6 2 26 , 7 87 2 2 1 , 2 0 1 2 25 , 5 7 9 2 1 7 , 2 5 1 2 1 2 , 7 73 2 2 2 , 1 3 0 23 3 , 7 7 5 23 9 , 0 6 2 245 , 5 3 1



図 1 6 ごみ処理の状況 (平成元年度実績)

処理人 口 等 ( 単位 : 人 ) 処理系統図 ( 単位 ト ソ /年 )

①

総

人

口

622 , 42 0

②

麩

覊
人
口

622 , 420

③

議
実
口

593 , 6 1 0

鬚
量

202 , 1 05

可燃ごみ
1 69 , 30 7

埋

必

処

分

62 , 1 20

不燃ごみ
27 , 0 5 7

粗大ごみ
5, 7 4 1 粗大ごみ

匁週厘施設

1 7 , 7 27

m④自家処理人ロ鰯

焼却施設 詫あり

珍 183鷲 も 埋“
02, 1 05 5 , 7 4 1 拗ね 匁宅“ 粗大ごみ 13 95 。 処

⑥直接搬入 ‘み " 廼期授誇 ン 分
960 を 3 3o3 6 2 , 1 20

l ⑦ 聽川 資礬 *

。十画収集区域率 ② / ① × 1 00 = 1 00 0 %

計 画 収 集 率 ③ / ① × 1 00 = 9 5 . 3 %

1 人 1 日 当た り ごみ排出量 A ⑤ × 1 0 6 ÷③÷ 36 5 = 933 夕 / 人 ･ 日

1 人 1 日 当た り ごみ排出量 B ( ⑤ +⑥十⑦ ) × 1 0 6 ÷②÷ 365 = 1 , 08 1 夕 /入 日

図 1 7 。十画処理区 域内 におけ る ご み処理の状況

資源化 自 家処理3, 3 1 7 t /年

( 1 . 3 % ) 1 9 , 46 6
t //年

39 , 42 3 計画処理

t /年 聽酵鬘堀 焼却処理( 1 6 . 1 % )

( 1 00 % ) 1 83 3 2 5
t /年

( 7 4 7 % ) (注) 埋立処分には 、 残灰は含 ま な い
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表 1 3 0 こ み処理施長 (粗大こ み処理施設を除 く ) 整備状况

(平成 2年 3 月 末現在)

没置主体名 施設の名称 施設 の所在地

樅御A施規“ 炉 型 式
稼動開
始年月

B

平 成 元
年度中の
年間処理

実 績
( t /年)

稼動率
B

(姦 益簾)
残渣量

( t /年)

鳥 取 市
神 谷

清 掃 工 場
鳥取市西今在家 2 2 7 1 80

連 続

燃 焼 式
4 9 1 1 5 1 , 288 0 84 8 , 7 3 1

国 府 町 こ く ふ浄苑
国府町岡益

5 24 、 5 2 5
6
機 械 化

パ ン チ式
46 1 2 2 , 1 87 1 4 3 1 53

岩 美 町
岩 美 町
清 掃 工 場

岩美町大字席富字坊
谷

30 メソ 5 3 6 3 , 3 1 0 0 . 48 4 53

福 部 村 福 部 浄 苑 福部村大字中 1 0 9 6 れソ 5 0 4 95 1 0 . 5 1 7 8

河 原 町
河 原 町

こ み処理場

河原町大字郷原
4 34 -- 2

5
固 定
パ ン チ式

46 4 40 6 2 . 70 40

8
機 械 化
バ ノ チ式

5 2 . 4 2 , 47 6 1 . 1 5 247

若 桜 町
若 桜 町 営

塵芥処理場
若桜町大字浅井 1 0 メソ 5 1 5 1 , 0 5 4 0 3 6 95

智 頭 町

智 頭 町

塵芥処理場
智頭町大字市瀬

1 643 -- 2
8
固 定

バ ノ チ式
44 6 2, 2 46 0 9 6 1 02

労 り肌 夢
セ ン タ ー

智頭町南方 57 1 6
機 械 化
パ ン チ式

2. 4 O O O

八 頭 東 部

衛生施設 組 合
組 合 立

ごみ処理場

船岡町大字水口
1 42 - 2

20 メソ 5 0 . 1 0 4, 9 6 1 0 . 85 2 1 5

佐治用 瀬 こ み

処理施設組 合
“

佐治村大字葛谷字水
工谷 478 ‐ 2

1 2 ′ソ 48 7 2, 0 50 0 5 9 58

気 高 郡
衛生施設 組 合

んソ
気高町大字八束水字
カ ー ガ谷

20 " 4 8 4 5 , 6 1 7 1 0 5 499

中 部 広 域

行政管理 組 合

向 山

唐掃 工 場
倉吉市和田東町

893
3 6 れソ 44 8 1 1 , 5 1 1 1 2 2 1 , 0 80

東 伯
清 掃 工 場

東伯町田越 1 04 50 メソ 4 9 1 2 1 6 , 2 77 1 . 2 0 1 , 6 2 7

赤 碕 分 場
赤碕町篦津

5 1 4 - 2
5 れリ 4 5 . 3 646 0 . 4 8 64

米 子 市
米 子 市
清 掃 工 場

米子市河崎 3333 2 9 0
連 続
燃 焼 式

54 4 49 , 6 60 0 . 5 1 6 , 5 2 5

境 港 市
境港市清掃
セ ン タ ー

境港市中野町 2080 60
准 連 続

燃 焼 式
6 3 1 1 2 , 7 1 4 0 84 1 , 4 1 4

西伯町外2ク奔町清
掃施設管理組合

能竹焼却場 西伯町能竹 1 0
機 械 化
ハ ノ チ式

5 5 6 1 5 2 4 0 . 5 0 1 2 2

日 吉 津 村
日 吉 津 村
塵芥処理場

日吉津村日吉津
1 8 6 6

3 - " 5 6 . 1 1 , 1 4 5 1 . 29 77
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衣 1 3 1 粗大 こ み処理施設
( 平 成 2 年 3 月 末現在)

設置茸体名 処理場名 型 式

A

公称能力
( t/日 )

稼動開始

年 月

B

年間処理
実 績
( t /年)

計量

C

稼動 日 数

中部広域行政
管 理 組 合

向 山
清 掃 工 場

圧縮 . 破砕併 用 5 0 48 4 6 , 0 0 1 有 26 2

群僚鬆曽櫻 庭 本ぜ 閼 圧 縮

。十

5 0 元 1 1 1 , 7 2 7 有 295

1 0 0 / 1 7, 7 27 /
//

/

- 135 -

。受講才体名 施設の名称 施設の所在地

A

施設

の規

模

( tハリ

炉 型 式

稼動

開始

年 月

B

平 成 元

年度中の
年間処理
実 績
( tメリ

稼動率
B

鯰繊

残渣量

( tノイリ

淀 江 町
淀 江 町
ご み焼却場

淀江町大字福岡
字高尾谷

1 0
機 械 化
八 、ソ チ式

53 4 2 , 0 3 5 0 9 1 1 92

大 山 町 大山町環境
美化センタ ー

大山町豊房 1 2
機 械 化
ハ ッ チ式

56 1 1 , 4 79 0 4 1 1 6 3

名 和 町
名 和 町
塵芥処理場

名和町大字大塚
877 -‐ 2

3
固 定
ハ ッ チ式

44 . 4 68 1 0 . 8 7 6 4

5
機 械 化
パ ン チ式

5 1 . 4 1 , 5 1 5 0 97 1 4 3

中 山 町
中 山 町 営
塵芥処理場

中 山町羽田井字
中山原 1419 22 6

5 イン 49 . 7 1 , 5 6 4 1 . 0 1 7 6

日 野 町
日 野 町
塵芥処理場

日 野町黒坂 187

3
固 定
ハ ッ チ式

45 7 5 40
L O . 6 0

4 1

5
機 械 化
ハ ソ チ式

53 . 4 90 0 0 60 68

日 南 町

ロ 南 町
ごみ焼却場

日 南町生山 450 7
固 定
ハ ッ チ式

48 5 1 , 9 1 2 0 92 1 5 3

日 南 町

清掃柁ン夕一

日 南町下石見字
九畝 田

1 0
機 械 化
パ ン チ 式

2 . 6 O O O

江 府 町
江 府 町
塵芥処理場

江府町江尾 475

2
固 定
パ ン チ 式

45 2 1 45 0 23 7

5
機 械 化
パ ン チ 式

54 4 1 , 3 34 0 . 86 6 7

溝 口 町
溝 口 町

清掃センタ ー
溝 口 町福 島 1 0 れソ 元 . 4 1 1 9 7 0 85 1 4 3

。十 8 52// 1 83, 32 5し 22, 697



3 最終処分場

収集さ れた廃棄物は、 可能な限り 焼却、 破砕等の中間処理を行 った後、 最終処分場において埋立処分されてい るが、

市町村が｢般廃棄物を埋立処分 してい る最終処分場は表 1 32 の と お り であ り 、 その残余容量の合計は5平成元年度末で

約 40 万が と な っ てい る 。

一方、 最終処分場に埋立処分さ れてい る三艘廃棄物は図 1 6 の と お り 約62, 0 00 ト ン と な っ てい る 。

従 っ て 、 最終処騎↑場の残余容量の合。十 と年間埋立処分量か らみて、 平成元年度末において 5 て年間程度の処分が滴｢能

な状況とな っ てい る が、 こ みの量が増加する一方で最終処分場の設置が年々困難とな っ てき てい るので、 。十画的な最

終処分場の確保と と も に 、 ごみの減量化を強力に推進する こ と が必要であ る 。

表 1 3 2 一般廃棄物最終処分場整備状況
(平成 2 年 3 月 末現在)

設置主体名 最 終 処 分 場 名 所 在 地

埋立 て

開 始

年 月

埋立て

終了 予

定年 月

面 積

(ず)

全 体

容 量

(ず)

残 余

容 量

(瀞)

元年度
埋立て

実 績

(ず/年)

東部広域行政
管 理 組 合

末恒不燃物処理場
鳥取市伏野

2228

昭和
59 4

平成

6 . 3 42 20 0 4 50 , 9 0 0 2 5 4,5 53 37 , 1 5 1

岩 美 町
岩 美 町 清 掃
工 場 灰 捨 場

岩美町大字恩志
字奥飯部

53 9 5 . 8 95 0 5 , 7 0 0 1 25 6 48 2

国 府 町 こ く ふ 倖 苑
国府町大字岡益

5 24
4 6 1 2 2 . 3 95 0 4 5 75 3 09 1 6 3

青 谷 町
青 谷 町 一 般 家 庭

粗 大 こ み 処 理 場
青谷町大字鳴滝

3 70 -- 6
6 2 7 4 3 9 9 2 2 , 480 1 ,0 04 7 44

河 原 町 河原町 こ み埋立地
河原町大字中井

4 37
47 . 4 2 3 5 7 0 0 1 7 , 1 0 0 3 , n 7 1 , 4 1 4

若 桜 町
若 桜 町 営

不 燃 物 処 理 場
若桜町大字浅井 46 4 5 4 4 5 5 3 22 76 5 3 ,8 1 8 80 0

中部広域行政
管 理 組 合 東 伯 埋 立 地 東伯町大字田越 49 . 1 2 1 0 . 3 8 , 0 0 0 7 4 0 0 0 37 ,985 6 , 1 2 2

環増兄フ フ ン ト
工業株式会社
西部広域行＼
政管膚理組合
務 委 託/

環境プフ ン ト 工業一
般廃棄物最終処分場

淀江町大字小破
字泉原

64 1 6 3 20 , 74 1 1 2 1 ,7 32 89 , 1 5 0 2 1 ,8 1 8

境 港 市 不 燃 物 埋 立 地 境港市渡町 1 1 9 4 6 5 5 . 5 1 0 , 0 1 0 7 0 , 9 6 2 1 0,9 7 1 3 244

。十 94 ,09 6 7 7 02 1 4 402 ,1 6 3 7 L9 38
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浄 化 槽

近年 、 生活水準の向上、 生活様式の変化等に伴い 、 便所の水洗化への要望かたか ま り 、 県内 の浄化

槽 の 設置基数 も 図 18の と お り 毎年約 2 00 0 基程度増加 し て お り 、 平成 2 年度末 に は 3 7 , 040 基を数 えて

い る 。

こ れ ら の 浄化槽か所期の機能を発揮す る た め に は 、 設置工事 、 保守点検 清掃等を適正に 実施す る

こ と か必要で あ る が、 法律及 び条例 の規定 に よ り 知事 の登録等 を受 け た 浄化槽工事業者及び浄化槽保

守点検業者の数 は表 1 34 、 表 1 3 5 の と お り で あ る 。 ま た 、 台 所排水な どの生活雑排水 に よ る 湖 沼 、 河

川 の 汚濁か進んで い る が、 し 尿 と 併せて生活雑排水を処理で き る 合併処理浄化槽は 、 下水道未普及地

域 に お け る 生活雑排水対策 と し て有効で あ る 。

県 に お い て は 、 指導要綱 に よ り 処理対象人員か 1 0 1 人以上 ( 中海流域 に つ い て は 5 1 人以上 ) の 浄化

槽 を 設置す る 場合 に は 合併処理浄化槽 と す る よ う 設置者 に指導 し て い る と こ ろ であ る 。

し か し 、 県 内 に 設置 さ れて い る 浄化槽 の大部分か家庭用 の小規模な も の であ る こ と か ら 、 家庭用 浄

化槽 に つ い て も 合併 処理浄化槽の普及を 図 る こ と が課題 と な っ て い る 。

こ のため、 合併処理浄化槽の生活難排水対策上の有効 性の啓発に努め る と と も に、 平成 2 年度か ら 、 特

に 汚濁 の改善が必要な 中海地域 に つ い て 、 合併 処理浄化槽設置者に 対す る 県 の補助制度を 設け 、 合併

処理浄化槽の 設置推進 に努めて い る と こ ろ であ る 。

図 1 8 浄化槽設置基数の推移

単位 基

40 , 000

3 0 , 000

2 6 1 4 2

2 4,3 0 6

2 2 ,6 67

2 0 ,3 1 5

1 8 ,7 3 2
2 0 , 0 00

1 0 ,0 00

騙 箪 56 5 7 58 5 9 6 0 6 1 6 2 6 3 義元 2
案 " " " " " " " " " "
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表 1 33 保健所別浄化槽設置基数

( 平成 3 年 3 月 末現在 )

人槽 、＼~＼遜健所 鳥 取 郡 家 倉 吉 米 子 根 雨 。十

~ 20 1 0 , 9 0 1 2 , 1 6 1 5, 7 7 0 1 1 , 1 68 53 7 3 0 , 5 3 7

2 1 ~ 50 1 , 2 1 2 2 30 9 1 7 1 , 680 1 26 4, 1 6 5

5 1 ~ 1 00 4 1 6 84 3 30 5 9 1 6 1 1 , 482

1 0 1 ~ 200 1 3 1 3 2 1 1 7 1 8 4 1 9 483

20 1 ~ 300 54 1 5 54 69 1 1 2 03

3 0 1 ~ 500 3 2 6 25 3 8 6 1 0 7

小 。十 1 2 , 746 2 , 5 28 7 , 2 1 3 1 3 , 730 760 3 6 , 977

50 1 ~ 1 , 000 2 1 2 3 2 3 1 5 0

1 00 1 ~ 2 , 000 3 11-- 2 6

2 , o o l ~ 3 , 0 00 14
L

2 3

3 , 00 1 ~ 4 ,000 1 1 2

4 00 1 ~ 1･I- 1 2

小 。十 26 3 4 2 9 1 63

合 。十 1 2 , 7 72 2 , 5 3 1 7 , 2 1 7 1 3 7 5 9 7 6 1 3 7 , 040

表 1 34 浄化槽工事業者数
( 平成 3 年 3 月 末現在 )

項 目 登 録 業 者 届 出 業 者 合 。十

業 者 数 1 9 1 6 7 1 8 6

表 1 3 5 浄化槽保守点検業者数 ( 平成 3 年 3 月 末現在 )
保 健 所 名 鳥 取 郡 家 倉 吉 米 子 根 雨 合 。十

業 者 数 20 す･4 6 3 4 3 6 4

回 業者数 と は 、 主た る営業所の所在地に よ る 。
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5 監視 ･ 指導状況

廃棄物処理法第 19 条 並びに浄化槽法第 53 条 に基つ く立入検査状況は次表 の と お り であ る 。

表 1 3 6 廃棄物関係監視 指導状況
( 平成元年度 )

＼
一 般 廃 棄 物

下終

“灌
道漿 合計し尿処理施設 浄化槽 み処理施設

組処

大理

ご施

み設 その他 小計
立 入 検 査件数 1 1 5 943 1 0 2 4 55 1 , 2 1 9 5 0 1 , 2 69

理化学検査件数 105 402 7 6 O 4 1 624 47 I 6 7 1

第 2 節 産業廃棄物 の現況

事業活動 に伴 っ て排 出 さ れ る 産業廃棄物 は 、 生産 活動 の拡大 に よ り 増加 の一途を た ど り 、 ま た 、 質 的

に も 多様化す る 状况 に あ る 。

ま た 、 産業廃棄物処理施設の 設置 に 当 た っ て 、 地元住民等の理解を得 る こ と が 困難 な 場合 も 多 く 、 処

理施役の確保難や意識の低 さ に よ る 不法投棄 な ど の不適正処理が問題 と な る な ど 、 産業廃棄物 を め ぐ る

社会 の状況 は 、 深刻 な 問題 と な っ て い る 。

こ う い っ た状 况の な かで 、 平成 3 年 1 0 月 に 、 廃棄物 の処理及 び清掃 に 関す る 法律が全面改正 さ れ た と

こ ろ で あ り 、 新 し い 法秩序 の も と で 、 こ れ ら の課題 に 適切 に 対応す る た め に 、 昭和 5 7年 に策定 し た第 2

次鳥取県産業廃棄物処理話画 を 見直 し 、 ｢ 排 出事業者処理責任 に よ る 適正処理の推進 ｣ 、 ｢ 減量化 ･ 再

資源化等の推進 ｣ な どを主眼 と し た 第 3 次鳥取県産業廃棄物処理 。十画 を平成 4 年 3 月 に 策定 し た と こ ろ

で あ る 。

倖 産業廃棄物処理計画の概要

(1 ) 産 業廃棄物 の発生状况

平成 2 年度 に 実施 し た産業廃棄物実態調査 (以下 ｢ 実態凋査 ｣ と い う 。 ) に よ る と 、 平成元年 に お

け る 県 内 の産業廃棄物の椎 。十発生量 は 、 2 , 9 5 6 , 0 6 0 ト ン で 、 業種別比率 は 、 農業 39 2 % 、 鉱業 24. 5

% 、 製造業 24 0 % 、 建設業 9 2 % と な っ て い る 。

ま た 、 種類別比率 は 、 汚で い 46 6 % 、 家畜 ふ ん尿 39 2 % 、 建 設廃材 7 6 % と な っ てお り こ の 3

種類で全体 の約 9 4 % を 占 め て い る 。

平成元年 の産業廃棄物発生量 を 昭和 5 5年 と 比較す る と 、 全体 と し て 3 . 8 % 増加 し て い る 。 種類別

に み る と 汚で い は若干減少 し て い る も の の 、 家畜ふ ん尿、 建 設廃材か増加 し て お り 特 に建設廃材

の増加が著 し い 。

- 1 39 一



電気.ガス .水道業 その他
憲設楽 2.8 % 0. 3 %

9 . 2 %

発生量 農 業

総瀞,郷,㈱t侮 39 2 %
1 0 0 . 0 %

鉱 業

24. 5 %

図 1 9 業種別発生量

(平成元年 農業を含む 。 )

2 , 849 千 ト ン ( 1 0 0 %)

1 92 ( 6 7

3 3 ( 1 2

9 1 7 ( 3 2 . 2 )

図 20 種類別発生量

(平成元年 農業を含む 。 )

2 , 9 5 6 千 ト ン ( 1 0 0 %)

1 9 5 ( 6 . 6 )

2 26 ( 7 6 )

そ の他

建設廃材

1 , 1 5 8 ( 3 92 )

1 37 7 (46 6 ) 汚 で い

平成元年

図 21 産 業廃棄物発生量の 昭和5 5年 と の 比較 (農業を含む 。 )

家 畜 ふん尿

発 生 量 有 価 物 量

1 , 7 94 , 74 8 9 9 , 4 0 0

( 1 00 0 % ) ( 5 5 % ) 有効利用 量 再 (生 ) 利 用量

18 6 , 332

( 6 2 % ) 穢、 減 量 化 量 : ( 1 0 4% )
〔 6 5 % 〕 1 , 2 2 1 , 1 7 0 : 〔 1 1 . 0 % 〕

( 6 8 0 % )

〔 7 2 . 0 % 〕 最 終 処 分 量

235 , 53 2

排 出 量 中 間処理量 残 渣 量 ( 1 3 1 % )

1 , 6 9 5 , 348 1 , 40 7 , 0 06 1 85 83 6 〔 1 3 9 % 〕

( 9 4 5 % ) ( 7 8 4 % ) ( 1 0 4 % )

〔 1 0 0 0 % 〕 〔 8 3 . 0 % 〕 〔 1 1 0% 〕 保 管 量

4, 627

( 0 3 % )

〔 0 . 3 % 〕

未 処 理 量

1 7 7 , 55 9

( 9 . 9 % )

そ の 他 量

47 , 687

( 2 . 7 % )

〔 2 8 % 〕

! し く ) は 発生量 に対す る 割合 〔 1 0 5 % 〕
烋 〔 〕 は 排 出 量 に 対す る 割合 図 22 産業廃棄物の発生及び処理 ･ 処分状況
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( 2 ) 産業廃棄物の処理 ･ 処分状况

実態凋査 に よ っ て推定 さ れた産業廃棄物の処理 処分状况 は図 22 の と お り で あ る 。

(3 ) 排 出量 の将来予測

実態調査か ら 、 本県 の産業廃棄物排出量 (農業 を除 く 。 ) の 将来予測 を み る と 、 排 出量 は 、 今後 と

も 増大 し 、 平成 1 2年 に は 、 平成元年の 1 , 6 9 5 3 48 ト ン の 約 1 . 1 2 倍 の 1 8 99 , 7 6 7 ト ンに 達する もの と予

測 さ れ る 。

その他
5 3

製造業

3 7 8

業

4 1 8

製造業

39 5

鉱 業

35 4

そ の他 ノノ

　　 　

木 く ず
2. 6

汚でい

80 . 6

汚でい

7 9 . 6

そ の他
5 . O

く ず
2 3

建設廃材
1 3 . 1

平成元年 平成 1 2年

1 , 6 9 5 , 3 48 t /年 1 89 9 , 7 67 t /年
( 1 0 0 0 ) ( 1 00 0 )

図 23 業種別将来予測量

(農業 を除 く 。 )

平成元年 平成 1 2年

1 , 6 9 5 , 348 t /年 1 , 89 9 , 7 6 7 t /年
( 1 0 0 0 ) ( 1 0 0 0 )

図 24 種類別将来予測量

“農業を除 く 。 )

鱒 処理 。十画 の基本方針

県 内 で発生す る 産業廃棄物を適正に 処理す る こ と は 、 産業 活動 の 円 滑 な推進 のみ で な く 、 生活環

境の保全及び公衆衛生の 向上を 図 る う え で 、 極め て重要で あ り 次の事項を本話画 に よ る 産業廃棄

物処理の基本方針 と す る 。

ア 事業者処理責任 に基づ く 適正処理 の推進

事業者は 、 そ の事業活動 に よ っ て排 出 す る 産業廃棄物を 、 自 ら の責任 と 負担 に お い て適正 に処

理 し な げ れは な ら な い 。

事業者 は 、 産業廃棄物処理業者 ( 以下 ｢ 処理業者｣ と い う 。 ) へ の委託に よ り 産業廃棄物を 処理

す る 場合で あ っ て も 、 産業廃棄物か適正 に処分 さ れ る ま で 、 そ の産業廃棄物 に責任を持た な け れ

は な ら な い 。

処理業者は 、 受託 し た 産業廃棄物 を適正 に処理 し な け れば な ら な い 。
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イ 減量化 再資源化等 の推進

事業者は 、 生産工程の改善等 に よ り 産業廃棄物の発生量の抑制 に努め る と と も に 、 事業者及 び

処理業者 は 、 積極 的 に 資源化 ･ 有効利用 を促進 し て 、 処理必要量の 減量 に努め る も の と す る 。

事業者及 び処理業者 は 、 産業廃棄物の処理 に 当 た っ て は 、 適切 な 中 間処理 に よ り 極力減量化を

図 る と と も に 、 安定化 、 無害化 に努め る も の と す る 。

ウ 最終処分場等必要な産業廃棄物処理施設の確保

事業者及 び処理業者 は 、 周 辺環境等 に配慮 し た 設置 計画 の も と に 、 県民 の理解 と 協力 を得な か

ら 、 最終処分場等必要な 産業廃棄物処理施設の確保を図 る も の と す る 。

県及 び市町村 は 、 生活環境の保全及 び公衆衛生の 向上を図 る と と も に 、 産業 の育成振興を 図 る

観点か ら 適正な産業廃棄物処理施設の確保 に つ い て協力す る も の と す る 。

エ 県が関与 し た産業廃棄物処理施設の検討

県 は 、 県 内 で発生 し た 産業廃棄物 の適正処理を確保す る た め 、 公共関与 に よ る 産業廃棄物処理

の実施方策 に つ い て検 。寸 を 行 い 必要な 施策を講 じ る よ う 努 め る も の と す る 。

オ 不適正処理防止対策の 強化

県 は 、 市町村 の協 力 を得な か ら 、 産業廃棄物処理 に 関す る 監視 指導や不法投棄パ ト ロ ー ル な

ど不適正処理防止対策の 強化 に努 め る も の と す る 。

2 産業廃棄物処理案の許可の現況

産業廃棄物の処理を業 と して行お う と す る 者は 、 当該業を行お う と す る 区域を管轄す る都道府県知

事の許可を受けなげれはな ら ないか 、 本県におけ る 。午可の現況は表 1 37 の と お り で あ り 、 産業廃棄物

処理業者の 平成 2 年度事業実績は表 1 38 の と お り で あ る
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表 1 37 産業廃棄物処理業の許可の現況
( 平成 3 年 3 月 末現在 )

＼、＼＼~＼･遼、扱 う 産業廃棄物の分類
業の種類

安 定 型

産業廃棄物

管 理 型

産業廃棄物
廃 油 類

廃 酸

廃 ア ル カ ノ

分 類 。十

( 実業者数 )

県内業者
収 集 ･ 運 搬 77 29 1 0 8 1 24 ( 78 )

中 間 処 理 ずI- O O O 1 ( 1 )

最 終 処 分 11- O O O 1 ( 1 )

収 集 ･ 運 搬 、 中 間 処 理 5 7 4 2 18 ( 1 0 )

収 集 ･ 運 搬 、 最 終 処 分 1 5 6 O O 2 1 ( 16 )

収 集 ･ 運 搬 、
中 間 処 理 、 最 終 処 分

3 4 1 O 8 @ )

小 。十 1 02 46 1 5 1 0 17 3 ( 1 1 0 )

県 外収集 ･ 運搬業者 60 5 2 43 3 2 186 (90 )

合 。十 1 6 2 98 58 4 2 3 59 ( 200 )

備考 ( 1) 安定型産業廃棄物 と は 、 焼 プ フ ス チ ノ ク 類 、 コ ム く ず 、 金属 く ず 、 カ フ ス く ず及ひ陶磁器 く
ず、 建渡廃材をい う 。

( 2 ) 管理型産業廃棄物 と は 、 安定型産業廃棄物、 廃油類、 燐酸、 もと ア カ ノ 以 外の産業廃棄物を
い う 。 ( 例 再でい 、 動植物性残渣な ど )

表 1 38 産業廃棄物処理業者の事業寿績

区 分
処 理 実 績 ( t / 年 )

平 成 元 年 度 平 成 2 年 度

収 集 ･ 運 搬 量 7 6 , 9 5 2 8 2 , 4 9 6

中 間 処 理 量 8, 8 1 9 1 7 7 2 6

最 終 処 分 量 4 1 , 5 9 9 4 6 , 0 0 6

3 産業廃棄物処理施設の設置状況

( 1 ) 中間処理施設の設置状况

発生 した産業廃棄物は事業者又は産業廃棄物処理業者の設置する 中間処理施設に よ り可能な限 り 威量化される が、

こ れ らの中間処理施設の う ち一定規模以上の ものについては ｢産業廃棄物処理施設｣ と し て届出する こ と と されて

お り 、 県内の届出施長没置状况及びその処理勢績は表 1 39の と お り であ る。
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表 1 39 中間処理施設の設置状況
(平成 3 年 3 月 末現在)

施 設 の 種 類 施 設 数 処 理 能 力 平成 2 :年度処理実績

汚 で い の 脱 水 施 設 1 6 3 , 1 5 2 ザノ 日 8 2 8 , 1 7 1 t

汚 で い の 乾 燥 施 設 3 8 4 mB/ 日 4 2 0 t

汚 で い の 暁 却 施 設 4 1 3 5 ぜ/ 日 5 0 , 8 4 3 t

廃 油 の 焼 却 施 設 3 8 ず/ 日 7 2 t

廃 プ フ ス チ ノ ク 類 の 焼 却 施 設 3 1 8 t / 日 7 , 9 2 2 t

=

鰯 最終処分場の設置状況

発生 した産業廃棄物は、 中間処理に よ り可能な限り 減量化された後最終処分場において埋立て処分さ れてい るが

事業者及び産業廃棄物処理業者が設置する最終処分場の設置状况は表 1 40 の と お り であ る 。

表 1 40 最終処分場の設置状況
(平成 3 年 3 月末現在)

設 置 主 体 施 設 数 平成 2 年度末の残余容量 平成 2 年度の処理実績

事 業 者 5 4 6 , 4 5 9 ma 2 , 4 6 5 t

産 業 廃 棄 物 処 理 業 者 2 6 2 9 7 , 9 7 2 m8 4 9 , 8 1 2 t

合 。十 3 1 3 4 4, 4 3 1 tr 5 2 , 2 7 7 t

圏 施設数 は届 出規模未満で把握 し て い る も の を含む 。

4 監視 ･ 指導状況

産業廃棄物関係の監視 ･ 指導伏况は表 1 4 1 の と お り であ る 。

表 1 4 1 産業廃棄物関係監視 指導状況

(平成 2 年度)

立 入 場 所 立 入 検 査 件 数 理 化 学 検 査 件 数

排 出 事 業 所 . 1 3 0 11

産 業 廃 棄 物 処 理 業 者 6 3 O

中 間 処 理 施 設 5 7 3 2

最 終 処 分 場 2 3 6 1 2 1

そ の 他 2 8 8

合 。十 5 1 4 1 6 2
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第 9 章 中 小企業者 に 対す る 貸付 け

( 1) 県で は 、 企業か公害防止施設を設置す る場合に 、 企業の公害防止を側面か ら援助す る ため 、 昭和

46年度か ら 、 公害防止施設整備に対す る貸付を行 っ て い る 。

表 1 42 鳥取県設備近代化金融資金貸付制度 ( 平成 2 年度 )

貸 付 対 象 中 小 企 業 者 又 は 事 業 協 同 組 合 等

対 象 施 設

貸 付 限 度 額

貸 付 利 率

返 済 方 法

取 扱 金 融 機 関

土地、 建物、 構築物、 機械設備

3 000 万円以内 ( 組合等 4, 00 0 万円 )

年 6 . 0 %以内 ( 保証付の場合年 5 . 7 %以内 )

1 2 年以内 ( 2 年以内の据置 き を含む。 )

県指定金融機関

昭和57年度以降の貸付実績は 、 下表の と お り であ る 。

表 1 43 公害防止資金貸付実績

年 度 貸 付 件 数 貸 付 金 額

昭 和 5 7

5 8

5 9

6 0

6 1

6 2

6 3

兀

2

6 件
3

1

2

O

8

O

1

3

1 0 , 0 7 5 万円
6 , 220

3 , 0 00

3 , 500

1 4 , 0 78

O

1 , 500

6 , 320

表 1 44 施設別貸付実績

壷諭そ逡翅
汚 水 処 理 施 設 はい じん防止施設 そ の 他

件 数 貸 付 金 額 件 数 貸 付 金 額 件 数 貸 付 金 額

昭 和 5 7

5 8

5 9

5 0

6 1

6 2

6 3

兀

2

2 件
3

1

2

8

1

3

2 8 2 5 万円
6 , 220

3 , 00 0

3 , 5 0 0

1 4 , 0 78

1 , 5 00

6 , 3 20

一件 一万円 4 件 7, 2 5 o 万円
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( 2 ) 中小企業近代化資金等助成法に よ る 設備近代化資金 ( 無利子 ) に よ る貸付け

表 145 中小企業設備近代化資金貸付実績

年 度 件 数 金 額 対 象 施 設

昭 和 5 7

5 8

5 9

6 0

6 1

6 2

6 3

兀

2

、 件

該当 な し

2

万円

873 汚水処理施設

(3) 中小企業金融公庫、 国民金融公庫に よ る貸付け

表 146 中小企業金融公庫、 国民金融公庫に よ る貸付実績
( 産業公害防止貸付 ) ( 公害貸付 )

年度 、＼＼、、 制度
中小企業金融公庫 国民金融公庫

件 数 金 額 件 数 金 額

昭 和 5 7

5 8

5 9

6 0

6 1

6 2

6 3

兀

2

5 件

1

2

4

2

2

1 0 , 5 50 万円

2, 000

9 , 000

2 1 , 000

3 , 400

3 , 5 00

一件

1

2

1

一万円

1 00

830

8 50

(4 ) 公害防止事業団貸付け

表 147 公害防止事業団貸付実績

年 度 件 数 金 額 対 象 施 設

昭和 5 7

5 8

5 9

6 0

6 1

6 2

6 3

兀

2

件

該当な し

-

万円
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第 1 0 章 公害紛争処理 公害苦情等

第 1 節 公害紛争処理制度 の現況

公害をめ ぐ る紛争は、 因果関係の解明か因難な と こ ろ か ら 、 公害 の裁判に よ る解決に膨大な時間 と 費

用を要す る のが実情であ り 、 しか も 公害の被害は単に財産上の被害に と ど ま ら ず、 人の健康、 生命に及

ぶ場合 も 少な く な く 、 ま た 、 被害者は比較的弱い立場にあ る一般住民であ る のか通例であ る 。

こ のため 、 赤。公 と は別に紛争を早期に解決す る こ と を 目 的に、 昭和 45 年に公害紛争処理法 ( 昭和 45

年法律第 1 08 号 ) が制定 された。

こ の法律に規定する紛争処理の方法は、 あ っ せん、 調停、 仲裁並びに裁定 と な っ て お り 、 紛争処理機

関は、 中央機関 と 都道府県機関 と かあ り 、 都道府県の機関については 、 常設の審査会方式の機関 と紛争

処理に あた る べ き候補者をあ らか じめ委嘱 し てお く 名簿方式 と かあ る 。

本県の場合は 、 名簿方式を採用 し、 公害審査委員候補者 1 3 名 をお き 、 公害紛争事件か申請 さ れた場合

は、 知事が候補者の中か ら 3 人の委員 を指名 し、 公害紛争の処理にあた る体制を と っ て い る 。

第 2 節 公害苦情受理処理状況

1 公害苦情受理状況 (県 、 市町村新規受理分)

( 1 ) 平 成 2 年度におけ る本県の公害苦情受理件数は 1 4 1 件であ り 、 平成元 年度1 45 件に比べ 4 件減

少 して い る 。

(2) 年度別公害苦情種類別受理件数は、 次の と お り であ る 。

＼＼＼ 年度
、＼＼、.…

、＼＼、公害の種類

昭和 60 6 1 6 2 6 3 平成元 平成 2

大 気 汚 染 1 1 2 2 1 4 1 6 29 1 8

水 質 汚 濁 26 2 1 2 6 3 0 1 8 4 1

騒 音 28 45 3 3 46 3 2 2 5

振 動 14 3 1 2 2 1

悪 臭 3 5 3 9 3 0 24 33 1 9

土 壌 汚 染 ◆』-

そ の 他 58 2 7 2 5 3 8 3 1 3 7

。十 1 60 1 57 1 29 1 5 6 1 45 1 4 1

I

公害の種類別苦 情は 、 平 成 2 年度受理件数中では、 水質 4 1 件 ( 29 % ) 騒音 25 件 ( 1 8 % )
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悪臭 1 9 件 ( 1 4 % ) 大気汚染 1 8 件 ( 1 3 % ) 振動 1 件 ( 1 % ) そ の他 37 件 ( 26 % ) と な っ

て い る 。

(3) 受理件数の多い市町村は、 米子市 44 件 ( 前年度 2 1 件 ) を最高に、 鳥取市 32 件 ( 前年度 39 件 )

境港市 1 2 件 ( 前年度1 1件 ) の順 と な っ て お り 、 ほ と ん どが市部 に集中 し て い る 。

2 公害苦情の処理状況

平 成 2 年度におけ る公害苦情件数 14 1 件中解決 した も の 1 3 5 件で、 解決率は 96 % と な っ てい る 。

平 成 2 年度の公害苦情種類別処理状況は、 次の と お り であ る 。

公害の種、類、、、、区分 受 理 件 数 A 解 決 件 数 B 解決率 ( 鼻 Xmo )%

大 気 汚 染 1 8 1 7 9 4

水 質 汚 染 4 1 3 7 9 0

騒 音 2 5 2 5 1 0 0

振 動 11- 1 1 0 0

悪 臭 1 9 1 9 1 0 0

土 壌 汚 染

そ の 他 3 7 3 6 9 7

。十 1 4 1 1 3 5 9 6

3 公害苦情の種類別発生源内訳

公害の発生源別では 、 製造業 35 件 ( 2 5 % ) 、 家庭 20 件 ( 1 4 % ) 、 建築土木工事 9 件 ( 6 % ) 、

商店飲食店 1 0 件 ( 7 % ) 畜産業 3 件 ( 2 % ) 交通機関 1 件 ( 1 % ) そ の 他 6 3 件 ( 45 % )

と な っ て い る 。

種 濱＼き源 製造業 案箋 蕉 淺 畜産業 家 庭 豪食瘻 その他 。十

大 気 汚 染 10 2 14 5 1 8

水 質 汚 染 1 2 乍上 2 9 5 1 2 4 1

騒 音 8 4 1■- 4 5 3 2 5

振 動 1 1

悪 臭 5 4 1 0 1 9

土 壌 汚 染

一

そ の 他 2 1 2 3 2 37

。十 3 5 9 14 3 20 1 0 6 3 1 4 雙
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表 148 平 成 2 年度公害苦情件数

““≧罠分 新規 繰越 合。十 理
沁

処
解

年
越

翌
繰

合。十 備考鳥取市 32 5 37 3 6 1 37 ,米子市 44 繁 蝸 “倉吉市 2 2 2 2境港市 12 1 13 12 1 13

国府町

ー岩美町 ー福部村八頭郡 郡家町 船岡町 河原町 八束町若桜町 用瀬町

ー佐治村

ー

ー智頭町 ー気高郡 気高町 1 1 1 1鹿野町青谷町東伯郡 羽合町泊村東郷町 1 1 2 n
乙

リ
ム三朝町 関金町北条町 大栄町東伯町赤碕町 ｢西伯郡 西伯町 ー会見町岸本町 1 1 1

4

1
･｣

-日吉津村 4 4 イ
ハマ

召
せ 一淀江町 1 1 ★

｣
-

T
･l

ー

一大山町 名和町 中山町 1 1
4

1
1

-

日南町 1 1 1
4

一丁
具

一

ー

日野町江府町 溝口町
県 45 2 47 に
U

ハ
ハ
マ

ワ
ー

靴

計 1
4

簾
4屯且

12 R
U
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表 1 49 公害の種類別件数 ( 新規 )

＼＼ 灰分
＼＼･一"
、＼＼市町村名

大 気 水 質 土 壌 騒 音 振 動 悪 臭 。十 そ の他 合 。十

鳥 取 市 3 8 1 0 4 25 7 3 2

米 子 市 3 1 0 1 2 4 29 1 5 44

倉 吉 市

境 港 市 4 Tユ 3 2 1 0 2 1 2

岩 美 郡

国 府 町

岩 美 町
1

福 部 村

八 頭 郡

郡 家 町

船 岡 町

河 原 町

八 東 町

若 桜 町

用 瀬 町

佐 治 村

智 頭 町

気 高 郡

気 高 町

鹿 野 町

青 谷 町

東 伯 郡

羽 合 町
r

泊 村
｢

東 郷 町 ･1L- 1 1

三 朝 町

関 金 町

北 条 町

大 栄 町

東 伯 町

赤 碕 町

西 伯 郡

西 伯 町西 伯 町

会 見 町

岸 本 町 1 1

日吉津村 2 2 2 4

淀 江 町 1 1 1

大 山 町

名 和 町

中 山 町 11 1 1

日 野 郡

日 南 町
1

日 野 町

江 府 町

溝 口 町

県 6

即狙 25 1

8

1 9

3 5

1 04

1 0

37

45

1 4 1。十 1 8
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第 3 節 企業の公害防止管理者等の。錨置

公害防止管理者等の設置

昭和 46 年 6 月 に制定 された ｢特定工場におけ る公害防止組織の整備に関する法律斑こよ り 、 一定の要

件を備えた特定施設を有する工場は、 その特定施設の区分 ( 大気、 水質、 騒音、 粉 じん、 振動 ) こ と

に公害防止管理者を選任する こ と を義務付け られ、 こ の ほか、 従業員の数、 工場の規模に よ っ て は、

公害防止統括者、 公害防止主任管理者 も選任 しなけれはな ら な い こ と に な っ て い る 。 本県におい て公

害防止管理者等を選任 して い る工場数は 49 工場であ る 。

表 1 5 0 公害防止管理者等設置状況

業 種 名 工場数 公害防止統括者
大 気 関 係

公害防止管理者

水 質 関 係

公害防止管理者

騒音関係公害防止管理者 粉じん関係公害防止管理者 振動関係公害防止管理者 公害防止主任管理者第一種 第二種 第三種 第四種 第一種 第二種 第三種 第四種
□の 食 料 品 製 造 業 6 (会) る &
Qの た ば こ 製 造 業 14

1

( 1 ) &

04) 繊 維 工 業 2
2

くめ
1 1

(1 6 ) 木材、 木製品製造業 11
1

の
l

( 1 )

(1 8 ) 鷄 瀦エプ品 製紙造 業 2 & (“)
1

( 1 )
1

( 1 )

1

( n

油 ･
鰯碆 炭 製 品 製 造 業 10

6

‘6 ) く ま )
9

圏
1

( 1 )

業 ･窯
土 石 製 品 製 造 業

1 6
6

( 6)

1

の

1 5

く1 4)

乾の 鉄 鋼 業 3 蓼
1

( 1 ) (“) る

@8) 金 属 製 品 製 造 業 7
7

(5 )
J

l

( リ

5

(4 )

3

( 2)

4

( 3)
1

筋 力 ス 業 1▲ 14 1 ii
。十 49

3 3

( 2 7)

4

④
2 1

(1 8)

5

(4)
1

( 1 )

4

(2 )

5

(4)

1 6

(1 5 )

6

(4)

2

( 1 )

( 注 ) 1 業種番号、 業種名は 日 本産業分類に よ る 。
2 . ( ) は 、 代理者の数であ る 。
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